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規制改革実施計画（抜粋）

Ⅱ 実施事項

５．個別分野の取組
＜医療・介護・感染症対策＞
（３）医療ＤＸを支える医療関係者の専門能力の最大発揮
11 社会保険診療報酬支払基金等における審査・支払業務の円滑化

【e：引き続き検討を進め、令和４年度上期結論】

e 厚生労働省は、柔道整復療養費について、公的な関与の下に請求・審査・支払いが行われる仕組み
を検討するとともに、併せてオンライン請求の導入について検討を行う。

令和４年６月７日閣議決定

Ⅱ 実施事項

３．個別分野の取組
＜医療・介護・感染症対策＞
（２）デジタルヘルスの推進② －デジタル技術を活用した健康管理、重症化防止－
９ 各種レセプト関連業務のＤＸ化に伴う見直し

【d：（前段）令和６年度結論、（後段）令和６年度検討開始、前段の検討結果を踏まえて早期に結論】

d 厚生労働省は、柔道整復療養費について、オンライン請求の導入及び柔道整復療養費の請求が原
則オンライン請求により行われるために必要な措置を検討する。
あわせて、柔道整復療養費に関するオンライン請求の導入に関する検討結果も参考に、あん摩マッ
サージ指圧、はり・きゅう療養費について、オンライン請求の導入に向けた課題を検討し、早期に結論
を得る。

令和５年６月１６日閣議決定
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ワーキング・グループにおける検討項目について

① 基本方針について
② 基本的事務フローについて
③ 審査のあり方について
④ 過誤調整の取扱いについて
⑤ 署名・代理署名の取扱いについて
⑥ 紙請求等の取扱いについて

⑦ オンライン請求システムの構築について
⑧ 電子請求様式等について
⑨ 施術所管理について
⑩ 電子申請書（請求書）管理について

⑪ 予算及び維持経費等の見込みについて

⑫ オンライン請求システム開発スケジュール等について

１．基本方針、業務フローについて

２．システム基盤について

３．費用負担等について

４．工程表の策定等について

ワーキンググループにおいては、以下の検討項目に基づき、オンライン請求導入に関する論点を整理し、併せて実務的課題

や技術的課題等について、整理・検討していくこととした。
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参考 療養費支給に関する健康保険法の規定
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（療養費）

第８７条 保険者は、療養の給付若しくは入院時食事療養費、入院時生活療養費若しくは保険外併用療養費

の支給（以下この項において「療養の給付等」という。）を行うことが困難であると認めるとき、又は被保

険者が保険医療機関等以外の病院、診療所、薬局その他の者から診療、薬剤の支給若しくは手当を受けた場

合において、保険者がやむを得ないものと認めるときは、療養の給付等に代えて、療養費を支給することが

できる。

２・３ （略）

健康保険法

「健康保険法の解釈と運用」平成29年度版（抜粋）

健康保険においては、疾病または負傷に対して、療養の給付、入院時食事療養費もしくは入院時生活療養費の支給または保険外併
用療養費の支給を行うことが原則である。しかし、療養の給付等を行おうとしても行うことができない場合もあり、そのため、現金
給付としての療養費支給の方法を認めたのである。

したがって、療養費の支給は、療養の給付等の補完的役割を果たすものであり、被保険者に、現物給付と現金給付との選択の自由
を与えたものではない。保険者が療養の給付、入院時食事療養費もしくは入院時生活療養費の支給もしくは保険外併用療養費を行う
べきであるが、これを行うことが困難であると認めたとき、または、保険医療機関等以外の病院、診療所、薬局その他の者から診療、
薬剤の支給もしくは手当を受け、しかも、保険者がやむを得ないものと認めたときに限り支給されるものである。

療養費は、後払いの方式をとっている。これは、現金給付のため、概算払いをするときには、他の費途に流用するおそれがあり、
あるいは病気と偽る者が生じるおそれも考えられるからである。



【柔道整復療養費】（受領委任） （償還払い）

患
者

地方厚生局長

団体
・

施術所

保
険
者

施術

一部負担金
の支払

請求

療養費
の支払

受領委任協定・契約

協
定
に
係
る
委
任

施術所

患
者

施術

全額支払

保
険
者

療養費の支払

請求

都道府県知事

○ 療養費は、被保険者等が保険者に請求し支給を受ける償還払いが原則であるが、柔道整復については、例外的に、地方厚
生(支)局長及び都道府県知事と協定又は契約を結んだ柔道整復師が、被保険者等から受領の委任を受け、被保険者等に代
わって保険者に請求する形式が認められている。（受領委任形式：昭和11年から実施）

※ 被保険者等は一旦費用の全額を支払う必要がなくなり、一部負担金相当額のみを柔道整復師に支払うこととなる。

療養費の請求方法等の比較
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現行の柔道整復療養費の受領委任制度における登録事務フローについて

（公社）都道府県
柔道整復師会

地方厚生（支）局長
（都道府県事務所）

都道府県知事

ਭ
୩
੻
ભ
ඍ
ऐ
ল
఺
ल
ண
ख
ল

日本柔道整復師会会員

柔道整復師（個人）

①,②,③,④,⑤

⑥⑥

⑥

登録（承諾）

事務処理

行政機関 保険者等柔道整復施術所

国民健康保険保険者

後期高齢者医療広域連合

協会けんぽ都道府県支部

健康保険組合連合会

施術管理者
（開設者）

勤務柔道整復師

会員施術所

施術管理者
（開設者）

勤務柔道整復師

個人施術所等

社会保険

国保及び後期高齢

（公社）都道府県柔道整復師会

協会けんぽ
都道府県支部長

健康保険組合
連合会会長

国民健康保険
中央会理事長

契約

委任

国民健康保険
保険者

委任
後期高齢者
医療広域連合

地方厚生
（支）局長

都道府県知事

（公社）都道府県
柔道整復師会会長

会員契約

柔道整復施術所 保険者等

代理契約

ਭ
୩
੻
ભ
ੈ
৒
఺
ल
ీ
৺

※1 都道府県柔道整復師会会長、地方厚生（支）

局長及び都道府県知事の間で協定を締結

※2 施術管理者、地方厚生（支）局長及び都道

府県知事の間で契約を締結

柔道整復師

柔道整復師

施術管理者
（開設者）

柔道整復師

施術管理者
（開設者）

柔道整復師

①受領委任協定・取扱規程遵守 確約書
②受領委任の取扱いに係る届け出（申し出）
③受領委任の取扱いに係る届け出（申し出）同意書
④反社会的行為に関する誓約書
⑤受領委任の取扱いに係る届け出（申し出）事項の変更
⑥受領委任の取扱いの登録（承諾）

①,②,③,④,⑤

①,②,③,④,⑤

健康保険組合

協会けんぽ本部

情報共有

※受領委任に係る届け出（申し出）
等の保険者等への情報共有方法は、

都道府県によって区々である。

契約

委任 健康保険組合
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療養の給付と柔整療養費に係る請求受付・審査・支払フローイメージ

• 療養の給付における診療報酬請求は、審査支払機関が全ての請求受付・審査・支払処理を行う事務フロー
• 柔整療養費における療養費申請は、協定と協定以外で施術所の請求先が異なる事務フロー
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現行の柔道整復療養費審査委員会の位置づけ等（イメージ）
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柔整審査会は、健康保険法等の関係法令、柔道整復師の施術に係る療養費の算定基準、受領委任の規程等及び健保協会支
部長、都道府県知事又は都道府県国民健康保険団体連合会理事長等が別に定める柔整審査会審査要領に基づき、療養費支
給申請書の審査を行う。

健康保険
組合

協会けんぽ

国保連

審査委員会

審査委員会

市町村
国保

後期高齢者
広域連合

健保協会支部長は、全国健康保険協会管掌健康保険

に係る申請書を審査するため、全国健康保険協会都道府

県支部に柔道整復療養費審査委員会を設置すること

組合管掌健康保険に係る申請書を審査するため、

都道府県健康保険組合連合会会長は健保協会支部長と

協議の上、健保協会支部長に審査を委任する

ことができる

国民健康保険及び後期高齢者医療に係る申請書に

ついて、当該保険者等に代わり国保連合会に審査を

行わせるため、国保連合会と協議の上、国保連合会に

国民健康保険等柔道整復療養費審査委員会を設置させ

ることができる



現行の療養費受領委任制度において過誤調整を行うケース（イメージ）
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※注）実際に過誤調整が発生するケースは、例示以外にも様々なケースがあるものと考えられる。

施術管理者

保険者等

６

７

４

３

５

８

※③‘～⑤’は、前回支払の翌月以降（請求）審査・支払サイクル

受療 施術

受領委任

Ｍ月分請求

３

２

１次審査

施術の翌々月以降支払

“過誤調整”

療養費の算定誤り等により発生した過払
額について、保険者等が翌月以降に施術
管理者に支払予定の療養費総額と相殺
（控除）して支払うこと

療養費支給申請書

療養費の過払額Ｙが発生

（療養費返還金債権）

患者

Ｐ
ａ

Ｍ＋ｎ月分請求

１次審査

支払決定

Ｘ‘

支払決定

ｘ
ｘ

ｘ

ｘ

ｘ-ｘ‘=Ｙ返還金債権

前月施術分請求

前月施術分請求

施術の翌々月以降支払

Ｍ月分の過払額Ｙを
M+n月分の支払額￥から控除

１

￥
￥￥

￥‘
９

４

５

‘
‘

‘

￥-Ｙ=￥‘
過払額相殺後の支払額￥‘

（療養費返還金債権回収）

Ｍ月分支払

Ｍ＋ｎ月分支払施術所

療養費支給申請書

施術管理者ａが保険者Ｂに請求した患者Ｐに係るＭ月の療養費支給申請については、保険者Ｂにより一度支給決定が行われ、施術管

理者口座に療養費が振り込まれた

その後、保険者Ｂの２次審査により、患者Ｐに係る療養費支給申請に算定誤りがあることが判明し、Ｍ月の療養費に過払いが発生す

ることとなった

患者Ｐに係るＭ月の療養費については既に施術管理者ａへの振込みが完了していたため、保険者Ｂは施術管理者ａに対する翌月以降

の療養費支給決定額から、患者Ｐに係るＭ月の過払い額を患者Ｐ以外の療養費債権と相殺（いわゆる過誤調整）して支払を行った

患者

Ｑ

Ｍ月のみ受療

Ｍ+n月受療 ２ ‘
受領委任

２次審査等

ｘ ｘ

Ｘ‘Ｙ

患者Ｐに係る
算定誤りが
判明したため
減額査定



現行の柔道整復施術療養費支給申請書における署名方法等
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　（様式第５号） 都道府県
番　　号

施術機関コード

柔 道 整 復 施 術 療 養 費 支 給 申 請 書
令和　　年　　月分 保 険 者 番 号

－ 記号・番号

公費負担者番号
①

－

公費負担医療の受
給者番号①

本
家
区
分

2.本人 8.高一 給
付
割
合

10・９

2.2併 4.六歳
1.協 2.組 3.共 単

併
区
分

1.単独保
険
種
別

被保険者           氏名
氏
名

住
所

世帯主・組合員の

受  給 者           住所

4.国 5.退 6.後期 ８・７3.3併 6.家族 0.高7
公費負担医療の受
給者番号②

公費負担者番号
②

療 養 を 受 け た 者 の 氏 名 生　　年　　月　　日 負傷の原因

1 男 1 明 　　2 大　　3 昭　　 4 平　　5令

2 女    年 　 月　　 日

転　　帰

(1) ・ ・ ・

負　　　　傷　　　　名 負 傷 年 月 日 初 検 年 月 日 施術開始年月日 施術終了年月日 実日数

治癒・中止・転医

(2) ・ ・ ・

・ ・・ ・ ・

治癒・中止・転医

(3) ・ ・

・ ・ ・・ ・

・ 治癒・中止・転医

(4) ・ ・

・ ・・ ・ ・

・ 治癒・中止・転医

(5) ・ ・

・ ・ ・・ ・

経　過
請求
区分

新規 ・ 継続

施術日 1   2   3   4   5   6   7   8   9   10  11  12  13  14  15  16  17  18  19  20  21  22  23  24  25  26  27  28  29  30  31

・ ・ 治癒・中止・転医・ ・・ ・

施術情報
提供料

 

円

明細書発行
体制加算

         　　円

計 円
加算(休日･深夜･時間外)
　　　　　　　　　　　　　　円

再検料 円
加算(夜間･難路･暴風雨雪)
 
円

柔道整復
運動後療料

回
円

初検料　　　　　　　　円
初検時相談
支援料

円
往療料  　　　ｋｍ
   　　   　    　回
円

金属副子等
加算

回
円

計 円

部
位

逓減
％

逓減開始
月　　　日

後療料 冷罨法料 温罨法料 電療料  計

整復料･固定料･施療料 (1)　　 　　       円 (2)　　　　　      円 (3)　　　　　      円 (4)　　　　　      円 (5)　　　　　      円

        　円

⑴ 100

多部位
 計

長期
 計

   　　円     回             円    回           円    回           円    回           円         　円         　円

⑵ 100

⑶
60 0.6

100

⑷
60

100

0.6

 摘　要
合　　　　 　計 円

一部負担金 円

円

金属副子等
加算日

1回目　　2回目　　3回目
　　　日　　　日　　　日

柔道整復運動
後療料加算日 日　　日　　日　　日　　日

明細書発行体制加算 加算日 　　　　日

請 求 金 額

         　  銀行  　 　  　 本店 口座
2:銀行送金 2:当座          　  金庫  　 　　 　支店 名称

円

支
払
機
関
欄

支払区分 預金の種類  金融機関 ﾌﾘｶﾞﾅ
登録記号番号

1:振込 1:普通

施
　
　
　
　
　
術
　
　
　
　
　
の
　
　
　
　
　
内
　
　
　
　
　
容
　
　
　
　
　
欄

4:別段 番号
3:当地払 3:通知          　  農協  　 　　 本・支所 口座

所在地〒  　 住　　　所（上記住所欄と同じ）

施

術

証

明

欄

上記のとおり施術したことを証明します。
受
取
代
理
人
へ
の
委
任
の
欄

 上記請求に基づく給付金の受領方を左記の者に委任します。

令和　     年　　  月　 　 日 　令和　     年　　  月　　  日

　この欄は、患者が記入してください。ただし、患者が記入する事ができない場
合には、代理記入の上、ぼ印してください。

 備考　この用紙は、Ａ列４番とすること。         (※は保険者使用欄)

施術所 名  称 　　被保険者
　　世帯主
　　組合員　　 氏　　名
　　受給者

電  話

柔   道
整復師

フリガナ

氏　名                                               　　         

患者が記入

柔道整復師が記入

◎柔道整復師の施術に係る療養費について（通知）（平成11年10月20日 保険発第138号）

別紙 柔道整復施術療養費支給申請書の記載要領（参考例）

ａ
b

ａ
b

         　  銀行  　 　  　 本店 口座
2:銀行送金 2:当座          　  金庫  　 　　 　支店 名称

支
払
機
関
欄

支払区分 預金の種類  金融機関 ﾌﾘｶﾞﾅ
登録記号番号

1:振込 1:普通

4:別段 番号
3:当地払 3:通知          　  農協  　 　　 本・支所 口座

所在地〒  　 住　　　所（上記住所欄と同じ）

施

術

証

明

欄

上記のとおり施術したことを証明します。
受
取
代
理
人
へ
の
委
任
の
欄

 上記請求に基づく給付金の受領方を左記の者に委任します。

令和　     年　　  月　 　 日 　令和　     年　　  月　　  日

　この欄は、患者が記入してください。ただし、患者が記入する事ができない場
合には、代理記入の上、ぼ印してください。

 備考　この用紙は、Ａ列４番とすること。         (※は保険者使用欄)

施術所 名  称 　　被保険者
　　世帯主
　　組合員　　 氏　　名
　　受給者

電  話

柔   道
整復師

フリガナ

氏　名                                               　　         

６ 受取代理人への委任の欄
患者から受領委任を受けた場合は、「受取代理人への委任」欄に患者の自筆により被保険者の住所、

氏名、委任年月日の記入を受けること。利き手を負傷しているなど患者が記入することができないやむ
を得ない理由がある場合には、柔道整復師が自筆により代理記入し患者からぼ印を受けること。
なお、委任年月日については、予め、機械打ち出しすることは差し支えないこと。

３ 施術証明欄
柔道整復師は、申請書に記載した施術の内容等を確認の上、「柔道整復師氏名」欄に記名すること。



オンライン請求システムの構築について（各制度における対応比較）

柔整
介護保険

（介護給付）
訪問看護
（療養費）

医科・歯科・調剤
（診療報酬）

主な対応例Ｎｏ

―システムで実施システムで実施請求前ASPチェック１

システムで実施システムで実施システムで実施受付・事務点検チェック２

システムで実施―システムで実施コンピュータチェック３

――画像化のうえ
電子請求と紐付け

紙資料の添付４

紙帳票（リスト）審査出来高サービス以外分
紙帳票審査システムで画面審査審査委員会における審査５

紙帳票（レセ単位）審査出来高サービス分

システムで実施
（XML、PDF形式）システムで実施システムで実施一次審査返戻６

システムで実施
（CSV形式）

システムにより
イメージ画像で提供

システムにより
コード情報方式で提供

保険者との連携７

システムで実施
（CSV形式）システムで実施システムで実施過誤、保険者再審査申出８

システムで実施
（CSV形式）

システムで申出
紙媒体で審査実施

システムで申出
システムで画面審査

医療機関（事業者）再審査申出９

システムで実施
（XML、PDF形式）紙媒体で実施システムで実施二次審査（過誤、再審査）返戻10

■国民健康保険団体連合会における対応例

他制度等の対応例

を踏まえて検討

10



オンライン請求システムの構築について（各制度における利用回線比較）

オンライン資格確認システム回線診療報酬・介護報酬等請求回線制度・機関別

ＩＰ－ＶＰＮ又はＩＰsec+ＩＫＥ
ＩＰ－ＶＰＮ又はＩＰsec+ＩＫＥ

保険医療機関等

訪問看護ステーション

インターネット回線
（※介護保険事業所等は予定）

特定健診機関等

インターネット回線介護保険事業所等

柔整施術所

• ＩＰ－ＶＰＮは、閉域（クローズド）ネットワークであり、インターネットを経由しない方式。
• ＩＰsec+ＩＫＥは、オープンなインターネット環境の中、通信経路を暗号化して送信することにより、ＩＰ－ＶＰＮと同様のセキュリティを確保。

11

他制度等の対応例を踏まえて検討



現行の柔道整復療養費の受領委任制度における復委任の考え方について①

復委任は、民法第644条の2により、「本人の許諾を得たとき」又は「やむを得ない事由があるとき」に認められる

◎民法（明治29年法律第89号）
（復受任者の選任等）

第６４４条の２ 受任者は、委任者の許諾を得たとき、又はやむを得ない事由があるときでなければ、復受任者を選任することが
できない。

２ 代理権を付与する委任において、受任者が代理権を有する復受任者を選任したときは、復受任者は、委任者に対して、その権
限の範囲内において、受任者と同一の権利を有し、義務を負う。

民 法

相手側

復受任者

受任者

委任者

療養費の請求

保険者

任意団体の長

施術管理者

患者

受領方の委任

受領方の委任

12



現行の柔道整復療養費の受領委任制度における復委任の考え方について②

13

◎「柔道整復師の施術に係る療養費について（通知）」の一部改正について（平成22年11月29日 保発1129第３号）参考資料

◎柔道整復施術療養費に係る疑義解釈資料の送付について（その２）（平成23年3月3日付け 医療課事務連絡）

（答） 任意団体である場合は、患者及び保険者等が療養費

の受領を委任した相手方である団体の所在を明らかに

する必要があるため、省略はできない。

（答） 下記記載例のように記載されたい。

（問11）施術管理者が施術団体の長等に療養費の受領を委任
する際の委任の記載例が示されているが、委任する場合
と委任しない場合があり、２種類の様式でなく、今回の
新様式１種類のみで対応できる方法はないか。

（問12）施術管理者が施術団体の長等に療養費の受領を委任
する際の委任の記載例が示されているが、団体の長の氏
名や住所は省略してもよいか。



柔道整復療養費のオンライン請求導入等に関するワーキング・グループ
（令和７年３月１２日現在）

（五十音順）

今泉 浩行 全国健康保険協会本部業務部業務第一グループグループ長補佐

佐藤 淳 国民健康保険中央会医療保険部請求支払業務課課長代理

澤 美杉 国民健康保険中央会企画部企画調査課課長代理

塚崎 康之 日本柔道整復師会保険部部員

仲間 力 スプランク・サービス・ジャパン合同会社公共政策統括部長

長島 公之 日本医師会常任理事

新田 秀樹 中央大学法学部教授

箱守 志農夫 日本柔道整復師会保険部部員

林原 崇浩 日本個人契約柔整師連盟理事

松田 能之 健康保険組合連合会政策部審査対策グループリーダー

森田 和彦 国民健康保険中央会審査部審査業務課長

（オブザーバー） 社会保険診療報酬支払基金
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